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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結経営指標等」については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税および地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。 

 

回次 第39期 第40期 第41期 第42期 第43期 

決算年月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月

売上高 百万円 3,712 3,755 4,151 4,546 6,254

経常利益 百万円 315 330 300 292 459

当期純利益 百万円 176 186 168 164 223

持分法を適用した場
合の投資利益 

百万円 － － － － －

資本金 百万円 647 647 647 647 647

発行済株式総数 千株 4,691 4,691 4,691 4,691 4,691

純資産額 百万円 5,102 5,222 5,310 5,426 5,547

総資産額 百万円 5,897 6,510 6,630 6,782 7,512

１株当たり純資産額 円 1,088.63 1,115.41 1,132.87 1,159.92 1,188.58

１株当たり配当額 
(内１株当たり中間
配当額) 

円 
14.00 
（0.00）

14.00
（0.00）

15.00
（0.00）

15.00 
（0.00）

20.00
（0.00）

１株当たり当期純利
益金額 

円 37.55 36.20 33.04 32.90 47.89

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利
益金額 

円 － － － － －

自己資本比率 ％ 86.5 80.2 80.1 80.0 73.8

自己資本利益率 ％ 3.5 3.6 3.2 3.1 4.1

株価収益率 倍 9.6 13.1 17.1 21.2 14.0

配当性向 ％ 37.3 38.7 45.4 45.6 41.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 343 400 199 211 101

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 2 △56 △119 220 △417

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 △579 232 △69 △73 △71

現金及び現金同等物
の期末残高 

百万円 269 845 857 1,215 829

従業員数 人 133 133 137 141 138



３．平成16年２月期から、１株当たり純資産額および１株当たり当期純利益金額の算定に当たっては、「１株当たり当期純

利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５．平成17年２月期の１株当たり配当額15円は、創立40周年記念配当１円を含んでおります。 

６．平成19年２月期の１株当たり配当額20円は、特別配当５円を含んでおります。 

  

  



２【沿革】 

 

年月 事項

昭和40年３月 現名誉会長植村 博、日本電線工業株式会社を設立し、大阪府大東市大野１丁目17番３号に

て、通信用屋内電線の製造販売を開始（資本金1,000千円） 

昭和40年５月 警報用電線、市内対ケーブルの製造販売を開始 

昭和40年８月 音楽放送用電線の製造販売を開始 

昭和41年８月 資本金を2,500千円に増資 

昭和43年７月 警報用電線多心物の製造販売を開始 

昭和44年10月 資本金を5,000千円に増資 

昭和44年11月 大阪府大東市灰塚２丁目１番地に第二工場を開設 

昭和46年１月 消防用耐熱電線の製造販売を開始 

昭和46年11月 大阪府大東市新田西町45番52号に第三工場を開設 

昭和47年８月 ＳＤワイヤーの製造販売を開始 

昭和48年１月 消防用耐火電線の製造販売を開始 

昭和48年８月 大阪府大東市新田北町３番32号に第四工場を開設 

昭和53年８月 大阪府大東市新田本町12番63号に第五工場を開設 

昭和54年３月 資本金を10,000千円に増資 

昭和54年11月 国鉄用地収用指定に伴ない、本社を大阪府大東市住道２丁目２番302号に移転、本社工場、第

二工場を廃止、第三工場を大阪府大東市御領１丁目308番の１に移転、第四工場を第二工場

と、第五工場を第一工場とそれぞれ呼称変更 

昭和55年10月 計装用ケーブルの製造販売を開始 

昭和58年７月 兵庫県加東郡社町山口209番110に兵庫工場を開設 

昭和58年７月 資本金を110,000千円に増資 

昭和59年５月 日本工業規格（ＪＩＳ）表示許可資格取得 

昭和59年９月 資本金を267,500千円に増資 

昭和61年９月 コンピュータ用電線の製造販売を開始 

昭和62年４月 音楽放送用高周波同軸ケーブルの製造販売を開始 

昭和62年12月 資本金を352,585千円に増資 

昭和62年12月 当社株式が社団法人日本証券業協会より店頭登録銘柄として承認され、東京並びに大阪両地区

において売買を開始 

平成元年２月 資本金を647,785千円に増資 

平成元年２月 当社株式が大阪証券取引所市場第二部（特別指定銘柄）に上場 

平成元年８月 兵庫県加東郡東条町新定字木谷275番122に東条工場を開設 

平成８年１月 当社株式が大阪証券取引所市場第二部銘柄となる 

平成８年８月 大阪府大東市新田中町７番２号に大阪第四工場を開設 

平成10年３月 大阪府大東市御領１丁目10番１号に大阪第五工場（仮称）を開設 

平成11年５月 ＩＳＯ9001認証取得 

平成11年６月 本店を大阪府大東市御領１丁目10番１号に移転 

平成12年２月 大阪第五工場（仮称）を大阪工場に呼称変更 

平成12年11月 大阪第一、大阪第二、大阪第三、大阪第四工場を大阪工場に統合 



３【事業の内容】 

 当社は、防災用電線、通信用電線、計装・制御用電線、その他の弱電用電線の製造および販売を主たる業務としております。 

 当社は、経営組織を中心とし、製造工程に沿って業務を運営しております。 

 経営組織図ならびに製造工程図は、次のとおりであります。 

(1）経営組織図 

  

 

  

(2）製造工程図 

 当社の製造工程は次のとおりであります。 

  

 

  

  



４【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

  

  



５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 平均年間給与は、基準外賃金および賞与が含まれております。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

    平成19年２月28日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

138 38.7 12.0 5,808,341 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当事業年度における我が国経済は、企業収益改善に伴う設備投資の増加や雇用情勢にも改善がみられ、景気の緩やかな回復

基調が続きましたが、原油価格の動向やゼロ金利政策の解除による金利負担の上昇など、若干の不透明感を抱えながら推移い

たしました。 

 電線業界においては、平成18年５月に銅価が100万円／トンと史上最高値を記録し、ビニル、ポリエチレン等石化材料の値上

がりも重なり、販売価格への転嫁に困窮するという厳しい状況で推移しました。 

 このような厳しい環境の中、営業努力、経費節減、生産効率の向上に鋭意努力した結果、当事業年度の売上高は当初の予想

を上回り62億5,480万円と前事業年度と比べて37.6％の増収となりました。経常利益は４億5,983万円、当期純利益は２億2,356

万円と、共に増益となりました。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、８億2,916万円となり、前事業年度と比べて、３億

8,638万円の減少となりました。 

 また、各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度における営業活動の結果、得られた資金は１億193万円（前期比１億968万円減）となりました。これは主に、仕

入債務の増加額５億2,612万円、税引前当期純利益３億9,256万円、減価償却費１億1,420万円等の増加要因に対し、売上債権の

増加額６億5,641万円、たな卸資産の増加額１億5,538万円等の減少要因が相殺されたものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度における投資活動の結果、使用した資金は４億1,715万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による

支出３億3,847万円等によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度における財務活動の結果、使用した資金は7,117万円（前期比206万円増）となりました。これは主に、配当金の

支払額6,981万円等によるものであります。 

  

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注） 金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当社は主として見込み生産によっており、受注生産はほとんど行っておりません。 

 

品目 
第43期

（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

前年同期比（％） 

防災用電線（千円） 1,482,866 141.9 

通信用電線（千円） 1,204,849 139.4 

計装・制御用電線（千円） 3,247,038 135.6 

その他（千円） 441,431 163.9 

合計（千円） 6,376,185 139.4 



(3）販売実績 

 （注）１．主な相手先別販売実績および総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

２．金額には消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

(1）現状の認識について 

 今後の経営環境は、国内企業の業績回復、株価の上昇等、景気好転への期待はされるものの依然として厳しく、電線業界に

おきましては、銅価上昇の局面から銅価下落局面へと変化し、在庫差損などで収益の悪化が避けられないものと予想されま

す。 

  

(2）当面の対処すべき課題の内容 

 電線業界におきまして、平成18年５月に銅価が100万円／トンと史上最高値を記録し、さらにはビニル・ポリエチレン等石化

材料の値上げも重なり、以来販売価格の転嫁に困窮いたしており、いかに顧客のご理解を得ることが当面の課題であると考え

ております。 

  

(3）対処方針ならびに具体的な取組状況等 

 当社は厳しい環境の中、今後も粘り強く販売価格の転嫁に努力していくことはもちろんのこと、それだけではなく、既存製

品の販路と用途の拡大をはかるとともに、今後は直需開拓にも注力してまいります。さらには効率生産のための工場の統廃合

ならびに管理システムの再構築に向けた取り組みをしてまいります。 

 また、顧客満足度の向上を目指し、以下の項目を着実に実践してまいります。 

①コストダウン・価格競争力強化 

②新規市場の開拓 

③高付加価値製品の開発 

  

(4）株式会社の支配に関する基本方針 

①取締役、使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

 当社は、社是、社訓ならびに経営の基本方針に則った「企業行動規範」を制定し、代表取締役社長がその精神を、役職者

をはじめ全従業員に継続的に伝達し、周知徹底させることにより、法令遵守と社会倫理の遵守を企業活動の原点とすること

を徹底する。 

 代表取締役社長は、社長、取締役、部長で構成する部長会を定期的に開催し、事業環境の分析、利益計画の進捗状況等の

情報の共有化、会社に著しい損害および利益を及ぼすおそれのある事実の発生、企業行動規範の浸透と遵守、コンプライア

ンスの徹底を図り、経営判断に反映させる。 

 

品目 
第43期

（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

前年同期比（％） 

防災用電線（千円） 1,460,620 139.8 

通信用電線（千円） 1,186,896 136.8 

計装・制御用電線（千円） 3,208,536 134.2 

その他（千円） 398,751 163.7 

合計（千円） 6,254,804 137.6 

相手先 
第42期 第43期 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

泉州電業株式会社 1,424,833 31.3 1,932,610 30.9 

株式会社フジクラ 552,095 12.1 1,015,006 16.2 



 また、代表取締役社長は総務部長をコンプライアンスに関する責任者として任命し、総務部がコンプライアンス体制の構

築、維持、整備にあたる。 

 監査役および総務部は連携し、コンプライアンス体制の調査、法令ならびに定款上の問題の有無を調査し、取締役会に報

告する。取締役会は、定期的にコンプライアンス体制を見直し、問題点の把握と改善に努める。 

②取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

 当社は、取締役の職務の執行に係る情報を含め、文書管理規程をはじめとする社内規程に基づき、法令、定款に則った情

報・文書の保存・管理を行う。 

 監査役および総務部は連携し、取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理について問題なく実施されているかにつ

いて監査し、必要に応じて取締役会に報告する。 

 関連する社内諸規程は、必要に応じて適時見直し改善を図るものとする。 

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 当社は、当社を取り巻く環境や内部環境は時として急激に変化し、これらは経営に大きなリスクをもたらしており、企業

が成長力を維持する基盤として、リスク管理能力が非常に重要であり、企業の評価を大きく左右するという認識に立ち、リ

スク管理を経営上の大きな課題の一つと捉える。 

 リスク管理体制としては、総務、営業、製造（技術・品質含む）の各担当部門の責任および取るべき行動を分担、管理す

ることとしており、経営上のリスクについては、逐一取締役会に報告し、決裁を得ることとする。 

 規程については、既存の経理規程、内部情報管理規程等のほか必要に応じて新たに制定する。 

 監査役および総務部は連携し、各部門のリスク管理状況を監査し、必要に応じて取締役会に報告する。 

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 代表取締役社長は、中期経営計画および年度経営計画に基づいた各部門の目標に対し、職務が効率的に行われるよう監督

する。各部門長は、経営計画に基づいた各部門が実施すべき具体的な施策および効率的な業務遂行体制を決定する。代表取

締役社長は、その進捗状況を各部門長に部長会において報告させ、施策および効率的な業務遂行体制を阻害する要因の分析

とその改善を図っていく。 

⑤監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制ならびにその使用人の取締

役からの独立性に関する事項 

 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査役と協議の上、監査役室を置き、必要な

人員を配置することができる。監査役が指定する補助すべき期間中は、指名された使用人への指揮権は監査役に移譲された

ものとし、取締役の指揮命令は受けないものとする。 

⑥取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制、その他監査役の監査が実効的

に行われることを確保するための体制 

 取締役および使用人は、会社に重大な損失を与える事項が発生、または発生する虞があるとき、重要な法令ならびに定款

違反行為を認知した場合のほか、取締役会に付議すべき重要な事項等を、法令および社内規程等に基づき監査役に報告する

ものとする。 

 監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取締役会に出席するとともに、稟議書等業務執

行に係る重要な文書を閲覧し、取締役および使用人に説明を求めることとする。 

 



４【事業等のリスク】 

 本報告書に記載した当社の事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、当社の財政状態及び経営成績等に影響を及ぼす可

能性のあるリスクには以下のようなものがあり、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある主な事項であると考えており

ます。 

  

(1）経済動向による影響について 

 当社における営業収入は、日本国内における需要に大きく影響を受けます。特にメタル電線においては、建設電販、情報通

信、電気機械、その他内需の変動が当社の業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(2）材料価格の高騰 

 当社の主要製品に材料として使用される銅、石油製品でありますビニル、ポリエチレン等は、国際市況に大きく影響され、

当社の業績は大きく影響を受けます。 

  

(3）競合について 

 当社は、事業を展開する市場において、材料価格の高騰が一層嵩み、深刻な事態に直面し、この分の値戻しも含め販売価格

への転嫁対策に奔走するという、非常に厳しい局面に晒されております。今後さらなるコストダウン、価格競争力強化に鋭意

努力していく所存ではありますが、販売価格面において競争優位に展開できる保証はなく、厳しい価格競争に晒され、当社の

業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(4）役員退職慰労金について 

 当社は、役員退職慰労引当金を計上しておりませんので退任する取締役に対する相当の退職慰労金が当社の業績および財務

状況に影響を及ぼす可能性があります。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

６【研究開発活動】 

 研究開発活動については、ユーザーニーズが多様化・高度化している中、今後も成長が期待される産業分野に的を絞り、新技

術の開発・改良に積極的に取り組んでおります。 

 計装・制御用電線分野では、オープンネットワークに使用されるフィールドバスケーブル（ＦＡ／ＰＡ用ケーブル）の要請が

高まる中で、上位層の産業用Ｅｔｈｅｒｎｅｔの市場が急成長を遂げており、従来より販売しております下位層のＤｅｖｉｃｅ

Ｎｅｔ、ＣＣ-Link、ＰＲＯＦＩＢＵＳケーブルおよび最下位層のＡｓ-ｉケーブル等に加え、製品の高付加価値化・新材料及び

生産技術の開発に至るまで常に「使い易さ」を追求した積極的な活動を行っております。 

 高強度ＭＩＬ光ケーブルは、難燃・可とう性等ケーブルの持つ特徴を生かし、更なる用途展開を進める中で、社会連携プロ

ジェクトに参画し大学との密接な連携・協力関係を保つと共に共同研究を推進し、独自性を重視した非電線分野への研究開発を

積極的に取り組んでおります。 

 当事業年度の研究開発費の総額は20百万円となっています。 

  

 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づいて作成しておりますが、その作成に

あたっては、経営者による会計方針の選択・適用等、開示に影響を与える判断と見積りが必要となります。これらの見積りに

ついては、過去の実績等を勘案し、合理的に判断しておりますが、実際の結果は見積り特有の不確実性があるため、これらの

見積りとは異なる場合があります。 

 当社が採用している重要な会計方針のうち、特に次の重要な会計方針が財務諸表作成における重要な見積りの判断に大きな

影響を及ぼす事項であると考えております。 

 貸倒引当金 

 当社は、当事業年度末に有する売掛金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込み額を計上しております。顧客の財務

状態が悪化し、その支払能力が低下した場合、追加引当が必要となる可能性があります。 

  

(2）財政状態の分析 

 当事業年度末の総資産は、前事業年度に比べ７億3,040万円（10.8％）増加し75億1,298万円となりました。 

 資産の主な増加要因は、銅線・ビニル・ポリエチレンの主要原材料の値上げによる棚卸資産の増加、製品販売価格の値上げ

による売上債権の増加等によるものであります。 

 負債の主な増加要因は、上述の主要原材料の値上げによる仕入債務の増加等によるものであります。 

 純資産の増加要因は、当事業年度の売上高が当初の予想を上回り、増収増益となったことによるものであります。 

  

(3）キャッシュ・フローの分析 

 第２［事業の状況］１［業績等の概要］(2）に記載しております。 

  

(4）経営成績の分析 

 当事業年度の売上高は、原材料の高騰による販売価格の値上げ、主力の計装・制御用電線を中心とした販売数量増加の影響

を受け、前事業年度に比べて17億852万円（37.6％）と大幅に増加し、上場以来最高の売上高となりました。 

 売上原価は、銅価が平成18年５月に100万円／トンと史上最高値を記録し、また、ビニル、ポリエチレン等石化材料の相次ぐ

値上げ影響のため14億5,572万円（40.8％）増加、加えて販売費及び一般管理費も8,637万円（12.5％）増加しましたが、営業

利益は前事業年度に比べて１億6,643万円（57.8％）の増加となりました。経常利益も前事業年度に比べて１億6,740万円

（57.2％）増加し、特別損失として役員退職金6,727万円支払いましたが、当期純利益は前事業年度に比べて5,954万円

（36.3％）の増加となりました。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【設備投資等の概要】 

 当社では多品種少量生産を短納期で対処するため、大阪工場の合理化に4,397万円、兵庫工場の合理化に443万円、東条工場の

合理化に1,286万円の設備投資を実施しました。また、更なる合理化を図るため、東条工場に２億8,712万円、コンピュータシス

テムに7,263万円投資しました。なお、当事業年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 

  

２【主要な設備の状況】 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。なお、金額には消費税等を含め

ておりません。 

２．上記のうちリース契約による賃借設備は次のとおりであります。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

 生産効率、品質の向上、および原価の低減をはかるため、設備の更新および整備を計画しております。 

 （注） 東条工場建物は完了予定年月が平成19年６月から平成19年３月に、全社コンピュータシステムは完了予定年月が平成19年

３月から平成19年５月に変更されました。 

  

  

        （平成19年２月28日現在）

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額

従業員
数(人) 建物

（千円） 
構築物 

（千円） 
機械装置
（千円） 

車両運搬具
（千円） 

土地
（千円） 
(面積㎡) 

その他
（千円） 

合計 
（千円） 

本社 
大阪工場 
（大阪府大東市） 

統括業務施
設 
生産設備 

406,925 14,632 134,170 12,267
1,491,987

(7,272)
27,371 2,087,355 90

大阪第三工場 
（大阪府大東市） 

倉庫 38,913 107 － －
68,495
(1,123)

－ 107,517 －

兵庫工場 
（兵庫県加東郡社
町） 

生産設備 76,108 10,526 113,076 3,400
240,444
(18,894)

6,538 450,095 35

東条工場 
（兵庫県加東郡東
条町） 

生産設備 44,701 1,002 54,347 68
620,103
(22,471)

9,370 729,593 13

名称 数量 リース期間
年間リース料
（千円） 

リース契約残高 
（千円） 

フォークリフト １台 ５年 652 2,934 

コンピュータ・サーバー １式 ５年 813 3,862 

事業所名 設備の内容

投資予定金額
資金調達方
法 

着手及び完了予定年月 
完成後の増
加能力 総額 

（千円） 
既支払額
（千円） 

着手 完了 

大阪工場 
生産設備の更新
および整備 

20,000 － 自己資金
平成19年
３月 

平成20年 
２月 

－ 

東条工場 建物 450,000 287,129 自己資金
平成18年
11月 

平成19年 
３月 

－ 

全社 
コンピュータシ
ステム 

85,000 72,639 自己資金
平成18年
３月 

平成19年 
５月 

－ 



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 12,000,000 

計 12,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年２月28日） 

提出日現在発行数（株）
（平成19年５月25日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 4,691,555 4,691,555
大阪証券取引所
（市場第二部） 

－ 

計 4,691,555 4,691,555 － － 



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 無償（株主割当、１：0.1、426,505株） 

  

(5）【所有者別状況】 

 （注） 自己株式24,355株は、「個人その他」に24単元および「単元未満株式の状況」に355株を含めて記載しております。 

  

(6）【大株主の状況】 

 （注） 上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、290千株であります。 

  

 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 

（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成３年４月20日 426,505 4,691,555 － 647,785 － 637,785

      
平成19年２月28日現在 

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 5 6 35 5 － 668 719 － 

所有株式数
（単元） 

－ 511 8 755 171 － 3,182 4,627 64,555 

所有株式数の
割合（％） 

－ 11.04 0.17 16.32 3.70 － 68.77 100 － 

    平成19年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

植村 博 大阪市都島区 501 10.68 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 290 6.18 

植村 剛嗣 兵庫県西宮市 258 5.50 

株式会社フジクラ 東京都江東区木場一丁目５番１号 179 3.82 

青木 さち子 大阪府交野市 173 3.71 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 168 3.59 

昭和電線ホールディングス株
式会社 

川崎市川崎区小田栄２丁目１番１号 161 3.43 

ロンバード オーディエ ダ
リエ ヘンチ アンド シー 
（常任代理人 株式会社三菱
東京ＵＦＪ銀行） 

11,RUE DE LA CORRATERIE-CH-1211 GENEVA 
SWITZERLAND 
（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号） 

107 2.28 

泉州電業株式会社 大阪市北区兎我野町２番４号 97 2.09 

三菱化学株式会社 東京都港区芝４丁目14番１号 77 1.64 

計 － 2,013 42.92 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

 （注） 株主名簿上の自己株式数は、期末日現在の実保有株式数と一致しております。 

  

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

  

  平成19年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   24,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,603,000 4,603 － 

単元未満株式 普通株式   64,555 － － 

発行済株式総数 4,691,555 － － 

総株主の議決権 － 4,603 － 

    平成19年２月28日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本電線工業株式
会社 

大阪府大東市御領
１丁目10番１号 

24,000 － 24,000 0.51 

計 － 24,000 － 24,000 0.51 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得および会社法第155条第

７号に該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 （注） 当期間における取得自己株式には、平成19年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる

株式は含まれておりません。 

  

 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 2,065 1,364,575 

当期間における取得自己株式 － － 



(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 （注） 当期間における保有自己株式数には、平成19年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株

式は含まれておりません。 

  

３【配当政策】 

 当社は、利益配分につきましては、企業体質の強化と将来の事業展開のための内部留保の充実に努めるとともに、安定配当を

継続することを基本方針としております。 

 当社は、期末配当の年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、剰余金の配当の決定機関は期末配当につきまし

ては株主総会であります。 

 当事業年度の配当につきましては、当初予想よりも業績・利益が上回りましたので、普通配当１株当たり15円に特別配当５円

を加え、合わせて20円とすることを決定いたしました。この結果、配当性向は41.8％となりました。 

 内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、今まで以上にコスト競争力を高め、さらなる生

産性の向上を目指した製造設備の充実、市場ニーズに応える技術・製品開発体制の強化を図るために有効投資してまいりたいと

考えております。 

 当社は、「取締役会の決議により、毎年８月31日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めておりま

す。 

 なお、当事業年度にかかる剰余金の配当は以下のとおりであります。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 大阪証券取引所市場第二部における、最高・最低株価であります。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 大阪証券取引所市場第二部における、最高・最低株価であります。 

  

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額

（円） 
株式数（株）

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己
株式 

－ － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転
を行った取得自己株式 

－ － － － 

その他 
（─） 

－ － － － 

保有自己株式数 24,355 － 24,355 － 

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円） 

平成19年５月24日 
定時株主総会決議 

93,344 20 

回次 第39期 第40期 第41期 第42期 第43期 

決算年月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月 

最高（円） 415 535 605 717 715 

最低（円） 333 340 455 552 611 

月別 平成18年９月 平成18年10月 平成18年11月 平成18年12月 平成19年１月 平成19年２月

最高（円） 660 693 669 645 703 714 

最低（円） 634 640 635 611 641 621 



５【役員の状況】 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

取 締 役 
名誉会長 

  植村 博 大正10年３月20日生

昭和27年５月 株式会社神戸製鋼所入社 

昭和36年４月 伸興電線製造株式会社入社専務

取締役 

昭和40年３月 当社設立代表取締役社長 

平成２年５月 代表取締役会長 

平成５年４月 代表取締役会長兼社長 

平成６年５月 代表取締役社長 

平成８年５月 代表取締役会長 

平成９年５月 取締役会長 

平成12年５月 取締役名誉会長（現任） 

（注）
３ 

501

代表取締役 
社長 

  植村 剛嗣 昭和28年１月10日生

昭和50年４月 当社入社 

昭和54年１月 製造部長 

昭和54年５月 取締役製造部長 

昭和56年11月 常務取締役製造部長 

昭和62年１月 常務取締役営業部長 

平成２年５月 代表取締役社長 

平成５年４月 取締役営業部門担当 

平成５年５月 取締役副会長 

平成６年５月 取締役 

平成８年５月 常務取締役新規需要開発担当 

平成10年５月 専務取締役新規需要開発管掌 

平成15年４月 専務取締役開発部長 

平成16年６月 代表取締役専務取締役 

平成16年７月 代表取締役副社長 

平成17年５月 代表取締役社長（現任） 

（注）
３ 

258

常務取締役 
製造本部長兼
総務部門管掌 

鈴木 重行 昭和16年９月８日生

昭和35年４月 タツタ電線株式会社入社 

平成３年４月 当社入社技術部長 

平成４年５月 取締役技術部長 

平成４年６月 取締役製造部長 

平成15年４月 取締役製造本部長兼大阪製造部

長 

平成16年７月 常務取締役製造本部長兼大阪製

造部長 

平成19年４月 常務取締役製造本部長兼総務部

門管掌（現任） 

（注）
３ 

10

取締役 営業部長 吉岡 秀晃 昭和28年１月13日生

昭和59年３月 当社入社 

昭和63年４月 製造部品質管理課長 

平成２年５月 営業部営業課長 

平成７年５月 営業部次長 

平成13年７月 営業部部長代理 

平成15年４月 営業部担当部長 

平成16年９月 営業部長 

平成18年５月 取締役営業部長（現任） 

（注）
３ 

8



 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

取締役 兵庫製造部長 石堂 二郎 昭和31年５月19日生

昭和53年11月 当社入社 

昭和63年４月 製造部兵庫工場第２製造課長 

平成元年５月 製造部東条工場製造課長 

平成元年11月 製造部東条工場次長 

平成２年５月 製造本部兵庫製造部次長 

平成４年３月 兵庫製造部部長代理 

平成13年４月 製造部担当部長 

平成15年４月 製造本部兵庫製造部長 

平成18年５月 取締役製造本部兵庫製造部長

（現任） 

（注）
３ 

2

取締役 技術部長 掘井 尚登 昭和36年12月15日生

昭和59年４月 当社入社 

平成４年１月 技術部品質管理課担当課長 

平成11年７月 製造部品質保証課長 

平成13年４月 製造部次長 

平成15年４月 製造本部技術部長 

平成18年５月 取締役製造本部技術部長（現

任） 

（注）
３ 

8

取締役   早川 敏行 昭和23年５月17日生

昭和46年４月 藤倉電線株式会社（現、株式会

社フジクラ）入社 

平成６年７月 同社情報技術部長 

平成７年５月 当社取締役（現任） 

平成12年２月 株式会社フジクラ情報通信事業

部長 

平成13年７月 同社ネットワークソリューショ

ン事業部長兼ケーブルシステム

部長 

平成14年１月 同社ネットワークソリューショ

ン事業部長 

平成14年10月 同社通信事業部長 

平成16年２月 同社通信ケーブル事業部長 

平成17年４月 同社情報通信企画部長 

平成18年４月 同社メタルケーブル事業部副事

業部長（現任） 

（注）
３ 

－



  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

取締役   矢地 竹男 昭和27年２月26日生

昭和51年４月 昭和電線電纜株式会社入社（現

昭和電線ホールディングス株式

会社） 

平成９年４月 同社電力事業部被覆電線部長 

平成10年５月 当社取締役（現任） 

平成11年５月 昭和電線ホールディングス株式

会社電線事業部技術部長 

平成12年６月 同社エネルギー事業本部電線事

業部電線技術部長 

平成13年５月 同社管理本部総務付主幹 

平成13年６月 同社海外事業部デュッセルドル

フ事業所長 

平成14年５月 同社総合営業部技術担当部長 

平成15年１月 同社パワーシステムユニット電

線技術品質保証部長 

平成16年７月 同社エネルギーシステムユニッ

ト技術・品質保証部長 

平成17年７月 同社エネルギーシステムユニッ

ト次長 

平成18年３月 同社エネルギーシステムユニッ

ト次長兼管理室長兼品質保証部

長（現任） 

（注）
３ 

－

監査役 
（常勤） 

  水田 章一 昭和14年１月１日生

平成８年３月 当社入社 監査室長 

平成15年１月 当社退職 

平成15年５月 当社監査役（現任） 

（注）
４ 

－

監査役   篠崎 晃彦 昭和20年９月５日生

昭和45年４月 昭和電線電纜株式会社（現昭和

電線ホールディングス株式会

社）入社 

平成４年７月 同社財務部長 

平成６年７月 同社相模原事業所長 

平成９年６月 同社経理部長 

平成10年６月 同社取締役経理部長 

平成12年６月 同社取締役管理本部長兼同本部

経理部長 

平成14年４月 同社取締役経理部長 

平成15年６月 昭和電線不動産株式会社取締役

社長 

平成18年２月 昭和電線ホールディングス株式

会社参与監査室長（現任） 

平成18年５月 当社監査役（現任） 

（注）
３ 

－

監査役   鈴木 延彦 昭和22年４月29日生

昭和45年４月 日商岩井株式会社入社 

昭和49年３月 鈴木鋼材株式会社入社 

昭和49年３月 同社専務取締役 

平成元年５月 同社代表取締役社長（現任） 

平成18年５月 当社監査役（現任） 

（注）
３ 

3

監査役   澤田 知宏 昭和20年８月８日生

昭和39年３月 枚岡信用金庫入社 

昭和49年４月 大日製線株式会社入社 

昭和52年７月 株式会社澤田工業所入社 

昭和52年12月 同社代表取締役社長（現任） 

平成19年５月 当社監査役（現任） 

（注）
４ 

4

        計   794



 （注）１．監査役篠崎晃彦、鈴木延彦および澤田知宏の３氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２．取締役名誉会長植村 博は、取締役社長植村剛嗣の実父であります。 

３．平成18年５月25日開催の定時株主総会終結の時から２年間。 

４．平成19年５月24日開催の定時株主総会終結の時から４年間。 

  

 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、目まぐるしく変動する経営環境下において、経営の効率性の向

上、競争力のある強い会社作り、安定的な経営基盤と株主重視の経営体制を確立するため、コーポレートガバナンスの重要性に

ついては十分に認識し、社内体制の強化に努めております。 

 また、経営をしていく中で如何に経済社会の一員として、社会的責任を果たしていくのか、リスク管理、内部統制という大き

な柱をどのように規律していくのかということが重要な課題であると捉え、コンプライアンス体制の強化についても積極的に取

り組んでいく必要があると考えております。 

  

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の基本説明 

 当社は監査役制度を採用し、会社の機関として会社法に規定する取締役会及び監査役会を設置しており、重要な業務執行

の決議、監督ならびに監査を行っております。 

 取締役は８名で構成しており、できるだけ少数の取締役にして経営の効率を高めるよう努めております。取締役８人のう

ち２人は社外取締役であります。 

 監査役は４人で構成しており、客観的な立場から取締役の職務執行を監視しております。４人のうち３人は社外監査役で

あります。取締役、監査役ともに当社の業務執行に携わらない社外役員を積極的に採用することで経営の監査機能の強化に

努めております。 

  

② 当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図 

  

 

  

③ 会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況 

 業務執行の監視については取締役会が取締役の監督を、監査役会が取締役の監査を行っております。 

 また、社長、取締役、部長で構成する部長会を定期的に開催し、事業環境の分析、利益計画の進捗状況等の情報の共有

化、会社に著しい損害および利益を及ぼすおそれのある事実の発生、企業行動規範の浸透と遵守、コンプライアンスの徹底

を図り、経営判断に反映しております。 

  

 



④ 会計監査の状況 

 会計監査は、あずさ監査法人と監査契約を結び、正しい経営情報を提供し、公正不偏な立場から監査が実施される環境を

整備しております。 

 なお、米沢 顕、成瀨幹夫両氏の当社における継続監査年数は、７年以内であります。 

  

⑤ 社外取締役および社外監査役との関係 

 当社と社外取締役、社外監査役との間に、人的関係、取引関係その他の利害関係はありません。 

  

⑥ コーポレートガバナンスの充実に向けた取り組みの実施状況 

 会社とコーポレートガバナンスの充実に向けた取り組みの実施状況としては、取締役会を毎月１回以上開催し、法令で定

められた事項や経営に関する重要事項を決定するとともに、業務執行状況を監督しております。取締役及び監査役が出席

し、活発な議論のもと機動的な意思決定を行っております。 

  

(2）リスク管理体制の整備の状況 

 今日の当社を取り巻く環境や内部環境は時として急激に変化し、これらは経営に大きなリスクをもたらしております。企業

が成長力を維持する基盤として、リスク管理能力が非常に重要であり、企業の評価を大きく左右する時代になってきておりま

す。そのため、当社はリスク管理を経営上の重要課題の一つと捉えております。 

 リスク管理体制としては、総務、営業、製造（技術・品質含む）の各部門長を責任者とし、各担当部門の責任および取るべ

き行動を分担、管理することとしており、経営上の重要なリスクについては、逐一取締役会に報告し、決裁を得ることとして

おります。 

  

(3）役員報酬および監査報酬 

① 役員報酬の内容 

取締役の年間報酬総額    67,040千円（うち社外取締役   3,600千円） 

監査役の年間報酬総額    7,200千円（うち社外監査役   3,000千円） 

  

② 監査報酬の内容 

監査契約に基づく監査証明に係る報酬   12,000千円 

 上記以外の報酬はありません。 

  

 

  業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名 

  
指定社員 
業務執行社員 

米沢 顕、成瀨幹夫 

あずさ監査法人 
  会計監査業務に係る補助者の構成

  公認会計士 ２名、会計士補 ４名、その他 ２名



第５【経理の状況】 
  

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規

則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年３月１日から平成18年２月28日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度（平成

18年３月１日から平成19年２月28日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成17年３月１日から平成18年２月28日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に

関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成17年３月１日から平成18年２月28日まで）および当事業年

度（平成18年３月１日から平成19年２月28日まで）の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。 

  

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

 

   
前事業年度

（平成18年２月28日） 
当事業年度 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ．流動資産      

１．現金及び預金     24,216 46,258 

２．受取手形     279,552 354,216 

３．売掛金     1,271,952 1,869,357 

４．有価証券     1,191,340 782,910 

５．製品     126,185 204,082 

６．原材料     137,561 131,037 

７．仕掛品     93,369 177,274 

８．貯蔵品     6,095 6,206 

９．繰延税金資産     18,927 25,766 

10．未収入金     8,347 11,798 

11．その他     737 448 

貸倒引当金     △4,991 △7,153 

流動資産合計     3,153,295 46.5 3,602,204 47.9

Ⅱ．固定資産      

１．有形固定資産      

(1）建物   1,311,253 1,323,972  

減価償却累計額   719,341 591,911 757,322 566,650 

(2）構築物   136,094 136,094  

減価償却累計額   106,055 30,038 109,825 26,269 

(3）機械装置   2,077,782 2,090,454  

減価償却累計額   1,727,536 350,245 1,788,859 301,594 

(4）車両運搬具   45,123 39,176  

減価償却累計額   39,476 5,646 23,440 15,736 

(5）工具器具備品   194,320 219,966  

減価償却累計額   167,061 27,258 176,686 43,280 

(6）土地     2,421,030 2,421,030 

(7）建設仮勘定     5,329 287,129 

有形固定資産合計     3,431,461 50.6 3,661,690 48.7



 

   
前事業年度

（平成18年２月28日） 
当事業年度 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

２．無形固定資産      

(1）ソフトウェア仮勘定     － 72,639 

無形固定資産合計     － － 72,639 1.0

３．投資その他の資産      

(1）投資有価証券     136,425 101,330 

(2）従業員長期貸付金     － 820 

(3）破産更生債権等     15,655 － 

(4）長期前払費用     3,046 1,122 

(5）繰延税金資産     15,119 25,712 

(6）生命保険積立金     35,921 45,968 

(7）その他     － 1,499 

貸倒引当金     △8,349 △2 

投資その他の資産合計     197,818 2.9 176,449 2.3

固定資産合計     3,629,280 53.5 3,910,779 52.1

資産合計     6,782,575 100.0 7,512,984 100.0

       

（負債の部）      

Ⅰ．流動負債      

１．支払手形     434,141 897,185 

２．買掛金     300,109 363,192 

３．短期借入金     300,000 300,000 

４．未払金     61,098 80,781 

５．未払法人税等     62,928 110,858 

６．未払消費税等     16,532 16,950 

７．未払費用     9,283 14,556 

８．預り金     19,745 26,395 

９．賞与引当金     24,445 25,793 

10．役員賞与引当金     － 13,000 

11．設備関係支払手形     2,469 8,565 

12．その他     － 1,465 

流動負債合計     1,230,755 18.1 1,858,743 24.8



  

 

   
前事業年度

（平成18年２月28日） 
当事業年度 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅱ．固定負債      

１．退職給付引当金     125,546 101,584 

２．その他     － 5,331 

固定負債合計     125,546 1.9 106,915 1.4

負債合計     1,356,302 20.0 1,965,659 26.2

       

（資本の部）      

Ⅰ．資本金 ※２   647,785 9.6 － －

Ⅱ．資本剰余金      

１．資本準備金   637,785 －  

資本剰余金合計     637,785 9.4 － －

Ⅲ．利益剰余金      

１．利益準備金   92,150 －  

２．任意積立金      

(1）別途積立金   3,740,000 －  

３．当期未処分利益   267,934 －  

利益剰余金合計     4,100,084 60.4 － －

Ⅳ．その他有価証券評価差額
金 

    51,176 0.8 － －

Ⅴ．自己株式 ※３   △10,556 △0.2 － －

資本合計     5,426,273 80.0 － －

負債・資本合計     6,782,575 100.0 － －

       



  

  

   
前事業年度

（平成18年２月28日） 
当事業年度 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）      

Ⅰ．株主資本      

１．資本金     － － 647,785 8.6

２．資本剰余金      

(1）資本準備金   － 637,785  

資本剰余金合計     － － 637,785 8.5

３．利益剰余金      

(1）利益準備金   － 92,150  

(2）その他利益剰余金      

別途積立金   － 3,840,000  

繰越利益剰余金   － 311,158  

利益剰余金合計     － － 4,243,308 56.5

４．自己株式     － － △11,914 △0.2

株主資本合計     － － 5,516,963 73.4

Ⅱ．評価・換算差額等      

１．その他有価証券評価差
額金 

    － － 30,361 0.4

評価・換算差額等合計     － － 30,361 0.4

純資産合計     － － 5,547,324 73.8

負債純資産合計     － － 7,512,984 100.0

       



②【損益計算書】 

 

   
前事業年度

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ．売上高     4,546,276 100.0 6,254,804 100.0

Ⅱ．売上原価      

１．期首製品たな卸高   147,778 126,185  

２．当期製品製造原価   3,546,762 5,101,976  

合計   3,694,541 5,228,161  

３．期末製品たな卸高   126,185 3,568,356 78.5 204,082 5,024,079 80.3

売上総利益     977,920 21.5 1,230,725 19.7

Ⅲ．販売費及び一般管理費      

１．運賃   155,080 166,554  

２．荷造包装費   110,574 114,119  

３．車両費   2,749 2,452  

４．貸倒引当金繰入額   － 2,164  

５．広告宣伝費   6,353 5,671  

６．役員報酬   59,200 61,840  

７．給料手当   162,614 171,844  

８．賞与手当   38,008 53,740  

９．賞与引当金繰入額   6,763 20,790  

10．退職給付費用   5,680 7,172  

11．福利厚生費   40,927 46,768  

12．旅費交通費   15,612 22,815  

13．通信費   9,647 10,792  

14．接待交際費   2,411 3,000  

15．租税公課   7,977 10,085  

16．事務用品費   10,671 13,081  

17．修繕費   764 95  

18．保険料   10,523 10,214  

19．賃借料   1,621 2,324  

20．水道光熱費   2,670 2,680  

21．減価償却費   6,081 4,597  

22．雑費   34,203 690,137 15.2 43,700 776,508 12.4

営業利益     287,783 6.3 454,216 7.3



  

 

   
前事業年度

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅳ．営業外収益      

１．受取利息   0 15  

２．有価証券利息   2,014 1,962  

３．受取配当金   771 1,295  

４．雑収入   5,008 7,794 0.2 5,349 8,623 0.1

Ⅴ．営業外費用      

１．支払利息   2,174 2,505  

２．固定資産除却損   920 472  

３．雑損失   49 3,143 0.1 22 3,001 0.0

経常利益     292,433 6.4 459,838 7.4

Ⅵ．特別利益      

１．固定資産売却益 ※１ 83,461 －  

２．貸倒引当金戻入益   5,268 88,729 1.9 － － －

Ⅶ．特別損失      

１．役員退職金   90,423 67,275  

２．生命保険解約損   2,700 －  

３．電話加入権評価損   3,972 97,095 2.1 － 67,275 1.1

税引前当期純利益     284,067 6.2 392,563 6.3

法人税、住民税及び事
業税 

  130,493 172,152  

法人税等調整額   △10,448 120,045 2.6 △3,151 169,000 2.7

当期純利益     164,022 3.6 223,563 3.6

前期繰越利益     103,911 － 

当期未処分利益     267,934 － 

       



製造原価明細書 

  

（脚注） 

  

  

   
前事業年度

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ．材料費   2,386,535 67.2 3,959,656 76.4

Ⅱ．労務費 ※１ 624,759 17.6 670,733 12.9

Ⅲ．経費   542,023 15.2 555,490 10.7

（うち外注加工費）   （246,406） （265,426） 

（うち減価償却費）   （120,289） （109,611） 

当期総製造費用   3,553,318 100.0 5,185,880 100.0

期首仕掛品たな卸高   86,813 93,369 

合計   3,640,132 5,279,250 

期末仕掛品たな卸高   93,369 177,274 

当期製品製造原価   3,546,762 5,101,976 

     

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

  
※１ うち退職給付費用 17,434千円

賞与引当金繰入額 17,681千円

※１ うち退職給付費用 23,680千円

賞与引当金繰入額 18,003千円

 ２ 原価計算方法  ２ 原価計算方法 

実際原価に基づく加工費等級別総合原価計算を採

用しております。 

同左 



③【株主資本等変動計算書】 

当事業年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

  

 （注） 平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  （単位：千円） 

  株主資本

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本合
計 

  

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計 

  別途積立金
繰越利益剰
余金 

平成18年２月28日残高 647,785 637,785 92,150 3,740,000 267,934 4,100,084 △10,556 5,375,097

事業年度中の変動額      

別途積立金の積立（注）     100,000 △100,000 －   －

剰余金の配当（注）     △70,038 △70,038   △70,038

役員賞与（注）     △10,300 △10,300   △10,300

当期純利益     223,563 223,563   223,563

自己株式の取得     △1,358 △1,358

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額） 

－ － － － － － － －

事業年度中の変動額合計 － － － 100,000 43,224 143,224 △1,358 141,866

平成19年２月28日残高 647,785 637,785 92,150 3,840,000 311,158 4,243,308 △11,914 5,516,963

  
評価・換算
差額等 

純資産合計 

  
その他有価
証券評価差
額金 

平成18年２月28日残高 51,176 5,426,273 

事業年度中の変動額     

別途積立金の積立（注）   － 

剰余金の配当（注）   △70,038 

役員賞与（注）   △10,300 

当期純利益   223,563 

自己株式の取得   △1,358 

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額） 

△20,814 △20,814 

事業年度中の変動額合計 △20,814 121,051 

平成19年２月28日残高 30,361 5,547,324 



④【キャッシュ・フロー計算書】 

 

   
前事業年度

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税引前当期純利益   284,067 392,563 

減価償却費   126,371 114,209 

貸倒引当金の増加額
（減少額） 

  △5,268 △6,185 

賞与引当金の増加額
（減少額） 

  2,417 1,348 

役員賞与引当金の増加
額（減少額） 

  － 13,000 

退職給付引当金の増加
額（減少額） 

  8,598 △23,962 

受取利息及び受取配当
金 

  △2,785 △3,273 

支払利息   2,174 2,505 

固定資産除却損   920 472 

電話加入権評価損   3,972 － 

固定資産売却益   △83,461 － 

生命保険解約損   2,700 － 

売上債権の減少額（増
加額） 

  △86,645 △656,414 

たな卸資産の減少額
（増加額） 

  △24,082 △155,388 

仕入債務の増加額（減
少額） 

  129,674 526,126 

未払消費税等の増加額
（減少額） 

  8,644 418 

役員賞与の支払額   △14,000 △10,300 

その他流動資産の減少
額（増加額） 

  △1,656 △2,844 

その他流動負債の増加
額（減少額） 

  6,306 28,414 

その他   1,924 1,924 

小計   359,871 222,614 

利息及び配当金の受取
額 

  2,785 3,273 

利息の支払額   △2,168 △2,471 

法人税等の支払額   △148,863 △121,478 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  211,626 101,938 

   



  

  

   
前事業年度

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

投資有価証券の償還に
よる収入 

  200,000 － 

有形固定資産の取得に
よる支出 

  △164,740 △338,476 

無形固定資産の取得に
よる支出 

  － △72,639 

有形固定資産の売却に
よる収入 

  144,888 3,925 

生命保険積立金の増加
額 

  △15,684 △11,246 

生命保険解約による収
入 

  55,288 1,200 

貸付による支出   － △1,300 

貸付金の回収による収
入 

  － 480 

その他   260 900 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  220,012 △417,155 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

自己株式の取得による
支出 

  △3,344 △1,358 

配当金の支払額   △69,893 △69,812 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △73,238 △71,170 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
加額（減少額） 

  358,400 △386,388 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  857,157 1,215,557 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
末残高 

  1,215,557 829,169 

   



⑤【利益処分計算書】 

  

  

  次へ 

   
前事業年度

（株主総会承認の日） 
（平成18年５月25日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）

Ⅰ．当期未処分利益   267,934

Ⅱ．利益処分額  

１．配当金   70,038

２．取締役賞与金   10,300

３．任意積立金  

(1）別途積立金   100,000 180,338

Ⅲ．次期繰越利益   87,595

   



重要な会計方針 

 

項目 
前事業年度

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）満期保有目的の債券 (1）    ────── 

 償却原価法（定額法）   

  (2）その他有価証券 (2）その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は総

平均法により算定） 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は

総平均法により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 

  総平均法による原価法 同左 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ ────── 

 時価法   

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）製品、仕掛品、原材料 (1）製品、仕掛品、原材料 

 総平均法による原価法 同左 

  (2）貯蔵品 (2）貯蔵品 

   最終仕入原価法 同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物（建物附属設備を除く）

については、定額法によっておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物         ７～31年 

機械装置       ５～10年 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物（建物附属設備を除く）

については、定額法によっておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物         ７～31年 

機械装置       ５～10年 

     また、資産に計上しているリース

資産（リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引）について

は、リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によってお

ります。 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   売上債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき計

上しております。 

同左 



 

項目 
前事業年度

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

  (3）    ────── (3）役員賞与引当金 

     役員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、当事業年度の支給見込額

を計上しております。 

  (4）退職給付引当金 (4）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産額に基づき計上しておりま

す。なお、会計基準変更時差異

（46,411千円）につきましては５年に

よる按分額を費用の戻入処理しており

ます。 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産額に基づき計上しておりま

す。 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 ────── 

   繰延ヘッジ処理によっております。

また、特例処理の要件を満たしている

場合には、特例処理によっておりま

す。 

  

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象   

  ・ヘッジ手段 デリバティブ取引（金

利スワップ取引） 

  

  ・ヘッジ対象 ユーロ円債   

  (3）ヘッジ方針   

   当社は、保有する一部の債券の金利

リスクを回避する目的でのみヘッジ取

引を行う方針であります。 

  

  (4）ヘッジ有効性評価の方法   

   ヘッジ対象とヘッジ手段について、

相場変動額またはキャッシュ・フロー

変動額を、ヘッジ期間全体にわたり比

較し、有効性を評価しております。 

  

７．リース取引の処理方法 ──────  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の売買取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

８．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３カ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の処理 消費税等の処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式を採用しております。 

同左 



  

 

項目 
前事業年度

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

10．財務諸表作成のための基

本となる重要な事項の変

更 

────── １．固定資産の減損に係る会計基準 

   当事業年度より、「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しています。これによる当事業

年度の損益に与える影響はありませ

ん。 

    ２．役員賞与に関する会計基準 

     当事業年度より、「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第４号 

平成17年11月29日）を適用していま

す。 

 これにより、営業利益、経常利益、

税引前当期純利益がそれぞれ13,000千

円減少しております。 

    ３．貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準 

     当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用していま

す。 

 従来の資本の部の合計に相当する金

額は、5,547,324千円であります。な

お、財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における貸借対照表の純資産

の部については改正後の財務諸表等規

則により作成しています。 



追加情報 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

法人事業税における外形標準課税 ────── 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員

会実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上し

ております。この結果、販売費及び一般管理費が7,055

千円増加し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

が同額減少しております。 

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

（損益計算書関係） 

  

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加２千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

 

前事業年度 
（平成18年２月28日） 

当事業年度
（平成19年２月28日） 

  
 １．受取手形裏書譲渡高 263,181千円  １．受取手形裏書譲渡高 393,448千円

※２．授権株式数及び発行済株式総数 ※２．       ────── 
  

授権株式数     普通株式 12,000,000株

発行済株式総数   普通株式 4,691,555株

  

※３．自己株式 ※３．       ────── 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式22,290

株であります。 

  

 ４．配当制限  ４．       ────── 

 商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額

は、51,176千円であります。 

  

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

※１．固定資産売却益は、大阪第二工場を平成18年２月

に売却したものであります。 

────── 

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

発行済株式 

普通株式 4,691 － － 4,691 

合計 4,691 － － 4,691 

自己株式 

普通株式 22 2 － 24 

合計 22 2 － 24 



２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

（キャッシュ・フロー計算書関係） 
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（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年５月25日 
定時株主総会 

普通株式 70,038 15 平成18年２月28日 平成18年５月26日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年５月24日 
定時株主総会 

普通株式 93,344 
繰越利益剰
余金 

20 平成19年２月28日 平成19年５月25日

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 
  

現金及び預金勘定 24,216千円

有価証券 1,191,340千円

現金及び現金同等物 1,215,557千円

現金及び預金勘定 46,258千円

有価証券 782,910千円

現金及び現金同等物 829,169千円



（有価証券関係） 

前事業年度（平成18年２月28日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

  

 

  種類 取得原価（千円）
貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの 

(1）株式 48,471 135,123 86,651 

(2）債券 

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 48,471 135,123 86,651 

貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの 

(1）株式 1,668 1,302 △366 

(2）債券 

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 1,668 1,302 △366 

合計 50,139 136,425 86,285 

種類 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  公社債投資信託受益証券（ＭＭＦ） 6,123 

公社債投資信託受益証券（ＦＦＦ） 1,185,217 



当事業年度（平成19年２月28日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 
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  種類 取得原価（千円）
貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの 

株式 48,471 100,243 51,772 

小計 48,471 100,243 51,772 

貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの 

株式 1,668 1,086 △581 

小計 1,668 1,086 △581 

合計 50,139 101,330 51,190 

種類 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  公社債投資信託受益証券（ＭＭＦ） 6,133 

公社債投資信託受益証券（ＦＦＦ） 776,777 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１．取引の内容 ────── 

当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワッ

プ取引であります。 

  

２．取引に対する取組方針   

当社のデリバティブ取引は、将来の金利の変動による

リスク回避を目的としており、投機的な取引は行わな

い方針であります。 

  

３．取引の利用目的   

当社のデリバティブ取引は、ユーロ円債等に係る受取

利息等の将来の金利市場における利息下落による変動

リスクを回避する目的で利用しております。なお、デ

リバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っておりま

す。 

  

① ヘッジ会計の方法   

 繰延ヘッジ処理によっております。また、特例処

理の要件を満たしている場合には、特例処理によっ

ております。 

  

② ヘッジ手段とヘッジ対象   

・ヘッジ手段 デリバティブ取引（金利スワップ取

引） 

  

・ヘッジ対象 ユーロ円債   

③ ヘッジ方針   

 当社は、保有する一部の債券の金利リスクを回避

する目的でのみヘッジ取引を行う方針であります。 

  

④ ヘッジ有効性評価の方法   

 ヘッジ対象とヘッジ手段について、相場変動額ま

たはキャッシュ・フロー変動額を、ヘッジ期間全体

にわたり比較し、有効性を評価しております。 

  

４．取引に係るリスクの内容   

金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクはほ

とんどないと認識しております。 

  

５．取引に係るリスク管理体制   

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限

及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、総務部

が代表取締役社長の承認を得て行っております。 

  

６．取引の時価等に関する事項についての補足説明   

取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あ

くまでもデリバティブ取引における名目的な契約額、

または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリ

バティブ取引のリスクの大きさを示すものではありま

せん。 

  



２．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

金利関連 
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前事業年度（平成18年２月28日） 当事業年度（平成19年２月28日） 

期末残高がないため該当事項はありません。 期末残高がないため該当事項はありません。 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は確定給付型の制度として退職一時金制度と適格退職年金制度を併用し、また、西日本電線工業厚生年金基金に

加入しております。 

 なお、適格退職年金制度は、昭和59年８月より採用しております。 

  

２．退職給付債務及びその内訳 

 （注） 当社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３．退職給付費用の内訳 

 （注）１．当社は退職給付費用の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

２．当社が加入している西日本電線工業厚生年金基金には95社加入しているため、自社の拠出に対応する年金資産の額を合

理的に計算することができません。平成18年２月28日現在における当社の加入人数割合による年金資産の額は716,053千

円であり、平成19年２月28日現在における当社の加入人数割合による年金資産の額は804,219千円となっております。 

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 当社は簡便法を採用しておりますので、基礎率等については記載しておりません。 
  
 

  
前事業年度

（平成18年２月28日） 
当事業年度 

（平成19年２月28日） 

(1）退職給付債務（千円） △291,640 △273,366 

(2）年金資産（千円） 166,094 171,782 

(3）未積立退職給付債務（千円） △125,546 △101,584 

(4）会計基準変更時差異の未処理額 
（千円） 

－ － 

(5）退職給付引当金（千円） △125,546 △101,584 

  
前事業年度

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

  
退職給付費用（千円） 

(1）退職給付費用（千円） 

(2）会計処理基準変更時差異の費用戻入
処理額（千円） 

(3）特別退職一時金（千円） 

  
23,114

32,396

△9,282

－

30,852

30,852

－

－



（税効果会計関係） 

  

  

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳                （千円） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳                （千円） 
  
（流動資産の部）  

未払事業税等 5,350

賞与引当金等 13,577

繰延税金資産計 18,927

（固定資産の部）  

退職給付引当金 45,697

その他 4,531

繰延税金負債（固定）との相殺 △35,109

繰延税金資産計 15,119

（固定負債の部）  

その他有価証券評価差額金 △35,109

繰延税金資産（固定）との相殺 35,109

繰延税金負債計 －

（流動資産の部）  

未払事業税等 9,143

賞与引当金等 16,623

繰延税金資産計 25,766

（固定資産の部）  

退職給付引当金 41,334

その他 5,207

繰延税金負債（固定）との相殺 △20,829

繰延税金資産計 25,712

（固定負債の部）  

その他有価証券評価差額金 △20,829

繰延税金資産（固定）との相殺 20,829

繰延税金負債計 －

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主要な項目別の内訳

は重要性がないため記載しておりません。 

２．          同左 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

 該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

  

  

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

  
１株当たり純資産額 1,159円92銭

１株当たり当期純利益 32円90銭

１株当たり純資産額 1,188円58銭

１株当たり当期純利益 47円89銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。 

同左 

  
前事業年度

(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日) 

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益（千円） 164,022 223,563 

普通株主に帰属しない金額（千円） 10,300 － 

（うち利益処分による取締役賞与金） (10,300) (－) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 153,722 223,563 

期中平均株式数（株） 4,671,864 4,667,927 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

────── ────── 



⑥【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【その他】 

  

  

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 

（千円） 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

株式会社フジクラ 70,000 58,310 

泉州電業株式会社 8,000 22,680 

日本アジア投資株式会社 10,000 8,300 

昭和電線ホールディングス株式会社 20,000 3,560 

タツタ電線株式会社 10,800 3,920 

コスモ証券株式会社 7,437 1,755 

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・
グループ 

7.44 1,086 

ＪＦＥコンテイナー株式会社 3,300 990 

みずほ信託銀行株式会社 2,678 728 

小計 132,222.44 101,330 

計 132,222.44 101,330 

種類及び銘柄 投資口数等（千口）
貸借対照表計上額 

（千円） 

有価証券 
その他有
価証券 

公社債投資信託受益証券（ＭＭＦ） 6,133 6,133 

公社債投資信託受益証券（ＦＦＦ） 776,777 776,777 

小計 782,910 782,910 

計 782,910 782,910 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

２．長期前払費用のうち、非償却資産（前払保険料）1,122千円は本表から除いております。 

  

【借入金等明細表】 

 （注） 平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額その他は、一般債権の貸倒実績率による洗替額4,991千円及び回収不能見込額の修正による戻入額

8,349千円であります。 

  

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産    

建物 1,311,253 12,719 － 1,323,972 757,322 37,981 566,650

構築物 136,094 － － 136,094 109,825 3,769 26,269

機械装置 2,077,782 12,672 － 2,090,454 1,788,859 61,323 301,594

車両運搬具 45,123 15,564 21,510 39,176 23,440 1,511 15,736

工具器具備品 194,320 25,645 － 219,966 176,686 9,624 43,280

土地 2,421,030 － － 2,421,030 － － 2,421,030

建設仮勘定 5,329 298,316 16,516 287,129 － － 287,129

有形固定資産計 6,190,933 364,918 38,026 6,517,825 2,856,134 114,209 3,661,690

無形固定資産    

ソフトウェア仮勘定 － 72,639 － 72,639 － － 72,639

無形固定資産計 － 72,639 － 72,639 － － 72,639

長期前払費用 － － － － － － －

繰延資産 － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

有形固定資産 建設仮勘定 東条工場建物 287,129千円 

無形固定資産 ソフトウェア仮勘定 コンピュータシステム 72,639千円 

区分 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 300,000 300,000 0.83 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － － 

その他の有利子負債 － － － － 

計 300,000 300,000 － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 13,340 7,155 － 13,340 7,155

賞与引当金 24,445 25,793 24,445 － 25,793

役員賞与引当金 － 13,000 － － 13,000



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ．現金及び預金 

  

ｂ．受取手形 

(a）相手先別内訳 

  

(b）期日別内訳 

  

 

区分 金額（千円）

現金 127 

預金 

当座預金 43,467 

別段預金 109 

普通預金 2,553 

小計 46,131 

合計 46,258 

相手先 金額（千円）

㈱ＯＣＣ 78,023 

㈱新満電 25,474 

新和商事㈱ 20,073 

㈱ＵＳＥＮ 18,439 

明和電機工業㈱ 18,245 

その他 193,959 

合計 354,216 

期日別 金額（千円）

平成19年３月 44,583 

４月 114,406 

５月 56,860 

６月 75,011 

７月 63,354 

８月以降 － 

合計 354,216 



ｃ．売掛金 

(a）相手先別内訳 

  

(b）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

ｄ．製品 

  

ｅ．原材料 

  

 

相手先 金額（千円）

泉州電業㈱ 909,214 

㈱フジクラ 423,048 

㈱フジデン 60,745 

昭和電線ケーブルシステム㈱ 50,711 

ＮＥＣネッツ 50,183 

その他 375,453 

合計 1,869,357 

項目 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

売掛金 1,271,952 6,567,545 5,970,139 1,869,357 76.2 87.3 

区分 金額（千円）

防災用電線 39,762 

通信用電線 36,987 

計装・制御用電線 76,338 

その他の電線 50,994 

合計 204,082 

区分 金額（千円）

銅線 67,334 

ビニル 8,155 

ポリエチレン 11,461 

その他 44,086 

合計 131,037 



ｆ．仕掛品 

  

ｇ．貯蔵品 

  

② 負債の部 

ａ．支払手形・設備関係支払手形 

(a）支払手形相手先別内訳 

  

(b）設備関係支払手形相手先別内訳 

  

 

区分 金額（千円）

防災用電線 18,408 

通信用電線 18,952 

計装・制御用電線 26,539 

対線 23,801 

素線 88,165 

その他 1,405 

合計 177,274 

区分 金額（千円）

出荷用ドラム 5,422 

その他 784 

合計 6,206 

相手先 金額（千円）

昭和電線ケーブルシステム㈱ 312,201 

ＦＣＭ㈱ 234,638 

カネコン商事㈱ 113,639 

㈱立花エレテック 27,526 

三井物産非鉄販売㈱ 20,614 

その他 188,564 

合計 897,185 

相手先 金額（千円）

㈱システック 6,426 

㈱後藤製作所 1,341 

㈱聖製作所 798 

合計 8,565 



(c）期日別内訳 

  

ｂ．買掛金 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

期日別 支払手形（千円） 設備関係支払手形（千円） 

平成19年３月 246,269 798 

４月 252,862 － 

５月 217,418 1,341 

６月 180,634 6,426 

合計 897,185 8,565 

相手先 金額（千円）

昭和電線ケーブルシステム㈱ 75,446 

ＦＣＭ㈱ 45,576 

カネコン商事㈱ 44,198 

泉州電業㈱ 31,445 

日本ポリエチレン㈱ 28,173 

その他 138,352 

合計 363,192 



第６【提出会社の株式事務の概要】 
  

  

 

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 ５月中 

基準日 ２月末日 

株券の種類 10,000株券、1,000株券

剰余金の配当の基準日 ８月31日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店および全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 株券１枚につき100円に印紙税相当額を加算した額

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店および全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７【提出会社の参考情報】 
  

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第42期）（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日）平成18年５月26日近畿財務局長に提出 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

 平成18年５月29日近畿財務局長に提出 

 事業年度（第42期）（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

(3）有価証券報告書の訂正報告書 

 平成18年９月７日近畿財務局長に提出 

 事業年度（第42期）（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

(4）半期報告書 

 （第43期中）（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日）平成18年11月27日近畿財務局長に提出 

  

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

  

    平成18年５月25日

日本電線工業株式会社     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 米沢  顕  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 成瀨 幹夫  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日

本電線工業株式会社の平成17年３月１日から平成18年２月28日までの第42期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本

電線工業株式会社の平成18年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

  

    平成19年５月23日

日本電線工業株式会社     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 米沢  顕  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 成瀨 幹夫  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日

本電線工業株式会社の平成18年３月１日から平成19年２月28日までの第43期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本

電線工業株式会社の平成19年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 
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